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2005年（平成17年）

8月1日

北宇和郡吉田町

三間町

津島町

宇和島市が対等合併

（新設合併）

中山間地域と島しょ部が

混在する。

本市のご紹介
人口 70,337人（うち65歳以上28,333人）
高齢化率 40.3％
前年比 -1,386人（うち65歳以上-297人）

みんな大好き 鯛めし



22.10.25 孤独・孤立対策の重点計画に関する有識者会議

平成29年度 「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業を開始

（多機関協働・地域力を同時に開始）

平成30年度～令和2年度

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

令和3年度～4年度 重層的体制整備事業

重層事業に至る時系列
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「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業のイメージ

多機関の協働による
包括的支援体制構築事業
縦割りから丸ごとへ！法律系

スペシャリ
スト

行政
保険健康課
福祉課

生活支援課
高齢者福祉課

消防
警察 医療系

スペシャリスト

本庁

多世代の住民
（支えられる側）

自治会長
民生委員

交流拠点施設に集まる多世代住民
（支える側）

社会福祉
法人

地域交流施設
（三間・もみの木
九島・島の保健室）

地域力強化推進事業
地域のことは地域で解決！

困りごとの内容により
支援主体が変わる
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主な被害状況

人的被害 災害直接死 11人 災害関連死 1人 負傷 26人（宇和島市被災見舞金申出者数）

住家被害（非住家を含む） 【被害認定調査（1次）実施状況】

道路被害状況

第1次調査実施済件数 交付申請件数 罹災証明書交付数

3,918 1,758 1,751

地 区 道 路 河 川 地区計

吉 田 584（584） 146（146） 730（730）

三 間 23 （23） 0    （0） 23  （23）

津 島 18  （18） 17  （17） 35  （35）

宇和島 19  （19） 23  （23） 42  （42）

合 計 644（644） 186（186） 830（830）

平成30年7月豪雨による被害状況
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災害後の被災者支援のフェーズ

第1フェーズ 避難所から仮設住宅での生活（とりあえずの再建）に移行するための
アセスメント＆プラン会議

第２フェーズ 仮設住宅から終の棲家を決めるため（本当の再建）の再度のアセス
メント＆プラン会議

第３フェーズ 災害支援制度の期限を見据え、終の棲家の見つかっていない世帯を
対象とした強化型アセスメント＆プラン会議

第４フェーズ 終の棲家は確定したが、新たな生活圏域で独り
ぼっちになっていないか、頼れる人はいるのか、いないならば
誰が支えるかを考え、作るためのアセスメント＆プラン会議
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独居高齢者
高齢者世帯

などの要配慮者

新たな住まいの確保・生活の再建

被災状況や現在の生活について深いアセスメント
を実施住まいのほか生活に係る困りごとを調査し、
必要な支援につなげる。

相談支援包括化推進会議にて継続、解決等の
情報共有と今後の生活再建にかかる担当者
（保健師、CW、CM、相談員）を決定。

避難者データの
整理整頓

避難所入所者

既存情報を集約し、アセスメントシートを作成

アセスメント

部内協議
再建担当者の決定

ミッションとしては「いかに寄り添うか」、避難所を出ていただく事ではない！
「我が事・丸ごと」事業で職員が培った「受け止めの力」と「つなぐ力」を生かす

アセスメントとプランのフロー



22.10.25 孤独・孤立対策の重点計画に関する有識者会議

目的：つながりを築き、再建後の孤立を防ぐ

「新生活再建支援プログラム（終の棲家の確定）」により、仮設住宅等から退去し、新たな生活を開
始している被災者が出ている。
しかしながら、新たな生活拠点にて生活する中で、新たに問題を抱える被災者も出ており、再建後、

安心して暮らせるように支援を行う。再建後、孤立リスクの高い被災者を中心に支援を実施し、地域と
のつながりを支援し、安心して暮らせるまちを目指す

地域
・知り合いがいない
・地理がわからない

心身
・環境変化による不安
・ＡＤＬの低下
・メンタル
・再建後の喪失感

経済
・生活費がない
・預貯金がない

・地域に入れない
・健康状態の悪化
・生活ができない

孤
立

課題：３つの不安（地域、経済、心身）

被災者の生活再建に向けた体制（第４フェーズ）
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被災者へ地域をつなぐ場、
人、団体を紹介

地域で活動する場、人、
団体活動を支援

新コミュニティーへの加入、地域のつながり、地域の利便性の確保、
場所づくり、人づくり、サポート（支える側へ）

地域の紹介

地域見守り体制の支援

被災者の新生活を支援

個の支援

地域の支援

士業関係者

消防

警察

医療

市役所・社協

自治会長
民生委員

家族・地域住民

地域支援団体
NPO等

支え合いセンター

行政
保険健康課
福祉課

生活支援課
高齢者福祉課

地域つながり新生活見守り支援プログラム
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宇和島市における孤独孤立対策・官民連携

平成29年度 我が事・丸ごとの地域づくり推進事業
平成30年度 地域共生社会の実現を目指した包括的支援体制整備事業

平成30年豪雨災害
地域住民による被災者支援・多職種による生活再建支援

令和元年度 新生活再建実務者会議
令和2年度 地域つながり新生活見守り支援プログラム
令和3年度 重層的支援体制整備事業

5年をかけて「包括的な支援」が意識出来るプレーヤーを庁内外で複数育成。
孤独孤立対策にあたっては、既存組織（重層事業）を利用した方が、効率的かつ
質の高い包括的支援が可能。

具体的なメリット
・「連携」についての教育が不要（座学も実践も経験済み）
・「世帯丸ごと」の意識付け（世帯全体孤立の実践経験あり）
・アウトリーチに係る経験値（入り方から信頼関係の構築まで）
・「本人の想い」を最優先するプランが可能
（フォーマルサービスにつなぐことのみが目的ではない）
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食に係る支援

くらしの相談窓口
（地域包括支援センター含）

地域子育て支援センター

すてっぷ（子育て世代
包括支援センター）

利用者支援事業

三間もみの木

九島島の保健室

地域支えあいセンター
（災害復興支援含む）

三支所

民生委員

自治会

だんだんネット
（民間見守り事業所）

民間企業・郵便局等
包括連携協定

保険健康課
福祉課

高齢者福祉課

生活支援課

公 助

互助・共助

こもりん
（児童館）

NPOセンター 市内・市外の
企業

（支援物資の
配送）

日本郵便
デジタル田園都市構想事業

スマートスピーカーによる見守り
および遠隔診療

（株）シニアライフクリエイト
地方創生推進交付金事業
高血圧対策メニューの
開発と見守り配食

重層的支援体制整備事業と地方版孤独・孤立対策官民連携

プラットフォーム推進事業の併用イメージ

企業のサービス開発

企業のCSR・SDGs


